（施設名）における看護職員と介護職員の連携による

医療的ケアに関する業務方法書（参考例）
Ⅰ　医療的ケア実施に向けての基本
１　対象となる医療的ケアの範囲

介護職員が行う医療的ケアの範囲は以下のとおりとする。

①口腔内のたんの吸引
②鼻腔内のたんの吸引

③気管カニューレ内部のたんの吸引

④胃ろう又は腸ろうによる経管栄養

　　　⑤経鼻経管栄養
※認められた範囲のみ記載すること
２　医療的ケア実施の要件

介護職員が１の医療的ケアを実施するにあたっては、以下の要件を満たすことを条件とする。
(1) 連携・協働（医療関係者による適切な医学管理）
①対象となる入所者の状態を、嘱託医・看護職員が定期的に確認し、把握する。1-②-a
看護職員は週１回のカンファレンスあるいはミーティングにおいて、嘱託医は月１回の定期診察において、定期的に確認することとするが、利用者の状況に応じて、適宜、確認する。
なお、嘱託医・看護職員が確認した入所者の状態については、ミーティングの中で、看護師が嘱託医の指示を伝達するとともに、実施上の注意事項等に係る指示を行う。1-②-b
②嘱託医から看護職員に対し、必ず別紙「指示書」による指示を行う。1-①-a
看護職員は、毎朝の朝礼において、嘱託医の指示を介護職員に伝達するとともに、実施上の注意事項等に係る指示を行う。1-①-b
なお、指示書の取り扱いについては、施設長の責任の元、医務室のロッカーで管理を行い、対象者に対するサービス提供終了後、３年間保存する。1-①-c
③入居者ごとの個別具体的な実施計画については、別紙「計画書」を看護職員が作成し、「ユニットリーダー→看護師長→事務長→施設長」の順により承認を受け、承認後、本人・家族と内容の共有を行う。1-④-a
また、計画に変更が生じた場合には、嘱託医の指示に基づき新たに計画書を作成し、承認を受ける。1-④-b
なお、計画書の取り扱いについては、施設長の責任の元、医務室のロッカーで管理を行い、対象者に対するサービス提供終了後、３年間保存する。1-④-c
④医療的ケアを実施する介護職員については、①及び②により、看護職員と介護職員とで協働して医療的ケアを実施しても差支えないと嘱託医及び施設長が判断した者に限る。
⑤看護職員が作成した実施計画書及び嘱託医の指示書については、医療的ケア開始前にケア会議を開催することにより各職種間の情報共有を図る。1-①-b、1-④-a
(2) 体制整備

①安全性確保のための委員会を設置し、定期的に開催する。
②委員会を中心とし、介護職員が活用可能な手順書・マニュアルを整備する。
③実施した医療的ケアについては速やかに別紙「報告書」に記録し、適切に管理・保管する。
なお、報告書の作成方法及び嘱託医への報告方法、文書の管理方法及び保存期間は以下のとおりとする。
１）報告書の作成方法1-⑤-a
報告書の記入は、当日の初回は看護職員が記入し、２回目以降は対応可能の判断により、介護職員が医療的ケア実施後に速やかに記入する。報告書記入後は看護職員へ提出し、看護職員は必要に応じて嘱託医へ情報提供することとし、通常は往診時に実施報告を行う。

２）報告書の管理方法及び保存期間1-⑤-b
報告書は、施設長の責任の元、医務室のロッカーで管理を行い、対象者に対するサービス提供終了後、３年間保存する。
④緊急時の手順を定め、定期的に確認・見直し、訓練を実施する。
(3) 医療的ケアの水準の確保

必要な知識・技術の習得のため、看護職員を中心に介護職員に対する研修指導を行い、必要な医療的ケアの水準を確保するとともに、継続的な研修・指導を行い水準の維持・向上に努める。2-④ 
 ※施設の研修年間予定（計画表）を作成している場合は、別添として添付すること
(4) 説明と同意

①実際に医療的ケアが必要になった段階で、施設長が施設の実施体制を説明した上で、介護職員が医療的ケアを行うことについて別紙「同意書」により、本人・家族の同意を得る。2-⑧-a　
②同意を得た内容が何らかの理由により変更になる場合は、改めて本人・家族に説明を行い、「同意書」への署名捺印を得る。2-⑧-b
③「同意書」の保管管理については、施設長の責任の元、ロッカーで管理を行い、対象者に対するサービス提供が終了した後、３年間保存する。2-⑧-c
３　委員会の設置

当施設では、看護職員と介護職員の連携による医行為の実施に向けて「医療的ケア対策推進委員会」を設置する。

(1) 設置目的2-③-b,c
①看護職員と介護職員の連携による医療的ケア実施に係る体制の検討

②医療的ケア対象者の選定、再検討

③介護職員が医療的ケアを実施する場合の検討及び手続き

④介護職員の医療的ケアに係る事故及びヒヤリハット事例の分析検討

⑤介護職員が医療的ケアを実施するための教育・指導方法の検討

⑥介護職員が行う医療的ケアの手順や備品及び衛生管理方法の検討と見直し
(2) 委員会の構成委員2-③-a
構成委員は、施設長、嘱託医、看護職員、介護職員とし、本委員会の責任者は施設長とする。また、各委員の安全委員会における役割分担は、次のとおりとする。

· 施設長：本委員会の責任者。委員会を招集し主宰する。

· 嘱託医：喀痰吸引等業務に関する包括的な医学的管理を行う。

· 看護職員：喀痰吸引等業務に関して介護職員への技術指導等の観点から指導・助言を行　　

　　　　　う。

· 介護職員：喀痰吸引等業務従事者として、安全な喀痰吸引等の実施のための報告等を行
　　　　　う。
(3) 委員会の開催日程2-③-b
①１ヶ月に1回定期開催
②必要時は随時開催

４　連携による医療的ケア実施に向けた各職種の役割1-③-a
(1) 施設長
①全体の総括

②委員会の召集

③医療的ケアを実施する介護職員の選任
④利用者・家族への説明・同意の取得

⑤その他実施にあたって必要な事項の検討
(2) 嘱託医

①必要な医療的ケアの包括的指示

②入居者個々の疾病の判断・状況把握及び必要性の判断

③看護職員と介護職員に対する指導

④その他、実施体制に対する助言
(3) 介護支援専門員

①利用者個々の症状等の状況の把握

②医療的ケアを行うにあたっての計画作成

③医療的ケアに関する知識の習得
(4) 生活相談員

①医療的ケアに関する知識の習得
②手順等必要事項の検討

③家族等への説明・同意等の手続き

④家族等との連携

⑤外部機関との連携
(5) 看護職員

①看護職員、介護職員に対する研修・指導

②嘱託医の指示に基づく医療的ケアの実施

③入居者個々の症状等の状況の把握及び判断

④医療的ケアを行うにあたっての計画作成

⑤医療的ケア実施の記録及び保管
⑥嘱託医との連携

⑦介護職員との情報共有

⑧家族との連携

⑨介護職員に対する研修・指導の支援

⑩職員間の調整・連携

⑪手順書等の必要事項の検討

⑫施設環境整備

⑬備品整備
(6) 介護職員

①利用者個々の症状等の状況の把握

②配置医の指示に基づく医療的ケアの実施

③医療的ケアの実施の記録及び保管

④看護職員との情報共有

⑤家族との連携

⑥医療的ケアに関する知識・技術の習得

⑦手順等必要事項の検討
(7) 管理栄養士

①利用者状態に合わせた栄養ケア計画作成（経口移行）

②栄養食事相談・栄養管理の実施

③他職種との情報共有
医療的ケアに関する連絡事項は、嘱託医・看護職員・介護職員・他関係者で構成される月１回のカンファレンスや、看護職員・介護職員・他関係者で構成される週１回のミーティングにおいて、情報共有を図る。

また、医療的ケアの実施状況については、「看護日誌」及び「介護日誌」に記録し、朝礼やパソコンネットワークを利用することで、情報の共有化を図る。1-③-c
５　緊急時対応の体制

緊急時の医療ニーズに応えるため、協力医療機関を定めるとともに、日常的に医療機関との連携体制を確保する。
(1) 協力医療機関との関係

以下の医療機関との協力医療機関の契約を結び、急性期等の対応について連携を図る。
1-③-b、1-⑥-a,b
　【協力医療機関①（協力医療機関等の名称）：（住所・電話番号）】

　【協力医療機関②（協力医療機関等の名称）：（住所・電話番号）】

(2) 看護職員の体制

当施設では常勤の看護職員を配置し、日常的な健康管理にあたる。

※「看護職員オンコール体制」がある場合は、別添として添付すること
(3) 緊急時の連絡体制
　　対象者の病状が急変した場合又は、その他急を要する場合にあっては、別紙「緊急時連絡体制」の連絡体制をとり、必要な措置を講じる。
　　※緊急時の連絡体制ルート（連絡先を含む）を別添として添付すること
　　
Ⅱ　職員研修の実施

当施設において、看護職員と介護職員の連携による医療的ケアの実施にあたり、利用者個々の状況に応じて安全に医療的ケアを行うために基礎知識と技術を身につける。そのため、施設内において、下記の研修を行うとともに、施設外の研修会にも参加を勧め、知識・技術の取得に努める。2-④
※「教育・研修計画書」を作成している場合は、別紙として添付すること。なお、医療的ケア以外の研修を含む年間計画等の添付でも構わない。
１　継続的な職員教育・研修

①医療的ケアに関する補習的研修

②人体の仕組みに関する研修会

③ケアカンファレンス等での事例検討
この他、医療的ケアの水準の確保のための取組や施設内の全職員（医療的ケアに携わらない職員も含む）への当業務方法書の徹底等を図る。
２　フォローアップ研修

①業務開始より半年後にフォローアップ研修を実施

②上記以降は6ヶ月に1回フォローアップ研修を実施

③業務状況に応じて適宜開催
Ⅲ　事故等の報告方法及び安全の確保を目的とした改善のための方策

１　報告システムの確立

情報収集のため、ヒヤリハット・報告書を作成し、報告システムを確立する。

収集された情報は、分析・検討を行い、事業所内で共有し、再び事故を起こさないための対策を立てるために使うものとする。

２　事故要因の分析

集められた情報を基に、「分析」→「要因の検証」と「改善策の立案」→「改善策の実施と結果の評価」→「必要に応じた取り組みの改善」といったPDCAサイクルによって活用する。
３　改善策の周知徹底

分析によって導き出された改善策については、「医療的ケア対策推進委員会」を中心として実践し、全職員に周知徹底を図る。

４　介護事故発生時の対応

事故が発生した場合には、下記により速やかに対応する。

(1) 当該入居者への対応

事故が発生した場合は、周囲の状況及び当該入居者の状況を判断し、当該入居者の安全確保を最優先とし行動し、関係部署及び家族等に速やかに連絡し必要な措置を講じる。
なお、状況によって、医療機関への受診等が必要な場合は、迅速にその手続きを行う。
(2) 事故状況の把握

事故の状況を把握するため、関係職員は「事故報告書」で、速やかに報告する。
なお、報告の際には状況が分かるよう事実のみを記載する。
(3) 関係者への連絡・報告

関係職員からの報告等に基づき、ご家族や必要に応じて保険者等に事故の状況等について報告する。
(4) 損害賠償

事故の状況により賠償等の必要性が生じた場合は、当施設の加入する損害賠償保険で対応する。

５　具体的な実施の手順

具体的な手順については、「医療的ケア実施マニュアル」に記載し、必要に応じて、看護師が指導を行う。

なお、マニュアルについては、委員会の開催毎に内容を確認し、必要に応じて見直しを行っていくこととする。

Ⅳ　備品の管理

１　備品リスト　2-⑤
　　当施設の喀痰吸引等実施のための必要備品は以下のとおり

	品　　名
	数　量
	使　用　目　的

	吸引装置一式
	
	喀痰吸引に際して使用

	経管栄養用具一式
	
	経管栄養に際して使用

	処置台又はワゴン
	
	喀痰吸引等の実施に際して、用具置台として使用

	心肺蘇生用器材一式
	
	緊急時及び研修を実施する際に使用


※必要に応じて備品の追加を行うこと。なお、数量の記載も行うこと
２　設備・備品等の衛生的管理　2-⑥
(1)　事業所の責務

当施設では、喀痰吸引等に使用する設備・備品等を常時清潔に保つものとする。

(2)　従事者の責務

　　喀痰吸引等業務従事者は、痰の吸引に際しては、使用する設備・備品が不潔にならない
よう、細心の注意を持って扱うものとする。

(3)　特に衛生面に配慮すべき備品の管理方法

　・吸引チューブ：内外とも清潔な吸引チューブを専用の保管容器で管理する。
　　・吸引器及び連結管：洗浄済みの吸引器及び連結管は、清潔を保持する方法で保管する。
Ⅴ　感染症の予防・蔓延防止の基本的方針

１　清潔の保持・健康管理

　(1)　業務従事者は、各対象者の健康を損なうことの無いよう、手指の消毒・滅菌をはじめ、
身体や身なり等についても清潔を保ち、感染症予防に取り組む。2-⑦-a
　(2)　業務従事者にあっては、喀痰吸引等の実施の際に、健康状態が悪化していることなどな
いように、健康状態の管理を十分行う。

　　
２　感染症予防及び対処方法

(1)　業務従事者は、感染症を予防するため、清潔の保持はもちろんの事、必要に応じて、事業所の用意する使い捨て機材や、使い捨ての手袋等の備品等を活用する。2-⑦-a
　(2)　感染症が疑われる場合には、直ちに施設長に報告し、施設長は、嘱託医又は協力医療機
関の医師に連絡し、対象者の受診を速やかに行う。2-⑦-b
　(3)　感染症が発生した場合には、嘱託医又は協力医療機関の医師や看護師とともに、対象者
を隔離するなど、周囲の感染を防ぐよう努めるとともに、所管する保健所に連絡し、指
示を受けるものとする。2-⑦-c
Ⅵ　秘密保持規程
　　当施設で別に定める、別添「職員倫理規定」に従い適切に対応していくこととする。2-⑨
　※施設で使用している個人情報の取り扱いに関する資料で対応可。別添の提出書類名は提出する書類の名称にすること。
＜業務方法書参考例注意事項＞
1-②-a等は、「登録適合書類チェックリスト」の確認事項の項目番号を示す。

その他の項目について（対応例）
	確認項目
	対応（添付書類等）

	2-①-a
	第１号様式の２「介護福祉士・認定特定行為業務従事者名簿」の「終了した実地研修の種別」欄に、該当する実地研修の種別を記載すること。

	2-①-b
	県が発行した認定特定行為業務従事者認定証のコピーを添付すること。

（認定証の表面のみを両面コピーで可）


※　2-⑨「秘密保持」については、マニュアル等の添付でなく、業務方法書へ盛り込む形であっても可
	作成上の留意事項
○　当業務方法書はあくまでも例示であり、業務方法書名をはじめ、項目や内容等については、施設・事業所の実情に応じた体制に基づき作成すること。特に、数字・周期に関しては参考の数字を記載しているのであり、この数字・周期でなくてよいことに注意すること（記載例にとらわれず、具体的な内容を記載すること）。

○　現状では登録適合チェックリストの基準に満たない部分については、業務方法書に盛り込むとともに、新たに体制整備を行うこと。
○　緊急時連絡体制網、個人情報保護マニュアル等、既存のマニュアル等がある場合は、「○○については、別添マニュアルによって対応する」等を記載し、その添付に代えてよい。

○　当業務方法書（参考例）を活用する場合は、1-②-a等の項目番号や、業務方法書の注意事項に関することは削除して活用すること。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    H24.7更新
登録適合書類チェックリストとの対応
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